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　属性は表 2の通りである．男性は 28.5％，女性は 71.5％であった．平均年齢は 66.7歳（±




状況としては，既婚が 59.4％と最も多く，次いで死別が 13.4％，離別・離婚が 9.7％（なお，65





男性 106（28.5％） 40－64歳 150（40.3％） アメリカ市民権 155（41.7％）
女性 266（71.5％） 65－74歳 109（29.3％） 永住権 214（57.5％）





中高卒業程度 51（13.7％） 未婚（パートナーなし） 34 （9.1％）
短大・専門学校程度 72（19.4％） 未婚（パートナーあり） 24 （6.5％）
大学卒業程度 136（36.6％） 既婚 221（59.4％）















た 111名の属性は表 3の通りである．男性は 19.8％，女性は 80.2％であり，回答者は圧倒的に
女性が多かった．平均年齢は 68.5歳（±11.7）であり，最高年齢は 93歳，最少年齢は 43歳で
あった．64歳以下，前期高齢者，後期高齢者の 3段階に分けて分布をみると，概ね 3分の 1ず
つの割合であった．また，在留のステータスはアメリカ市民権を持つ人の割合が 42.3％，永住
権を取得した人の割合が 46.8％であった．学歴は大学修了程度が 38.7％，次いで大学院修了程




男性 22（19.8％） 40－64歳 38（34.2％） アメリカ市民権 47（42.3％）
女性 89（80.2％） 65－74歳 35（31.5％） 永住権 63（46.8％）






中高卒業程度 14（12.6％） 未婚（パートナーなし） 9 （8.1％）
短大・専門学校程度 14（12.6％） 未婚（パートナーあり） 5 （4.5％）
大学卒業程度 43（38.7％） 既婚 62（55.9％）











































①日本語での話し相手 27（24.3％） ⑩口腔ケア 19（17.1％）
②散歩・買い物の同行 53（47.7％） ⑪食事介助 30（27.0％）
③病院の付き添い 70（63.1％） ⑫排泄介助 36（32.4％）
④銀行や年金などの手続き 32（28.8％） ⑬入浴介助 43（38.7％）
⑤行政や病院などでの通訳 23（20.7％） ⑭認知症の症状に適したケア 31（27.9％）
⑥住環境の整備（電球交換、芝刈りなど） 49（44.1％） ⑮服薬管理 27（24.3％）
⑦食事作り 58（52.3％） ⑯投薬 13（11.7％）





りである．男性は 31.7％，女性は 68.3％であった．平均年齢は 79.1歳（±9.1）であり，最高年
齢は 100歳，最少年齢は 60歳であった．年代としては後期高齢者の割合が 73.2％と最も多かっ
た．また，在留のステータスはアメリカ市民権を持つ人の割合が 56.1％，永住権を持つ人の割
合が 43.9％であった．学歴は，短大・専門学校程度が 29.3％と最も高く，次いで中高卒業程度




男性 13（31.7％） 40－64歳 4 （9.8％） アメリカ市民権 23（56.1％）
女性 28（68.3％） 65－74歳 7（17.1％） 永住権 18（43.9％）






中高卒業程度 11（26.8％） 未婚（パートナーなし） 1 （2.4％）
短大・専門学校程度 12（29.3％） 未婚（パートナーあり） 1 （2.4％）
大学卒業程度 8（19.5％） 既婚 27（65.9％）



















①日本語での話し相手 5（12.2％） 3（15.0％） 1 （7.1％） 0 （0.0％） 1（16.7％）
②散歩・買い物の同行 21（51.2％） 5（25.0％） 7（50.0％） 4 （100％） 5（83.3％）
③病院の付き添い 30（73.2％） 11（55.0％） 10（71.4％） 4 （100％） 5（83.3％）
④銀行や年金などの手続き 14（34.1％） 6（30.0％） 5（35.7％） 1（25.0％） 2（33.3％）
⑤行政や病院などでの通訳 8（19.5％） 2（10.0％） 4（28.6％） 0 （0.0％） 2（33.3％）
⑥住環境の整備（電球交換、
芝刈りなど）
20（48.8％） 8（40.0％） 6（42.9％） 2（50.0％） 4（66.7％）
⑦食事作り 17（41.5％） 10（50.0％） 4（28.6％） 1（25.0％） 2（33.3％）
⑧掃除 25（61.0％） 11（55.0％） 10（71.4％） 3（75.0％） 6  （100％）
⑨配食サービス 2 （4.9％） 1 （5.0％） 0 （0.0％） 0 （0.0％） 1（16.7％）
⑩口腔ケア 1 （2.4％） 0 （0.0％） 0 （0.0％） 0 （0.0％） 1（16.7％）
⑪食事介助 2 （4.9％） 1 （5.0％） 0 （0.0％） 0 （0.0％） 1（16.7％）
⑫排泄介助 2 （4.9％） 1 （5.0％） 0 （0.0％） 0 （0.0％） 1（16.7％）
⑬入浴介助 8（19.5％） 4（20.0％） 1 （7.1％） 0 （0.0％） 3（50.0％）
⑭認知症の症状に適したケア 2 （4.9％） 1 （5.0％） 1 （7.1％） 0 （0.0％） 0 （0.0％）
⑮服薬管理 5（12.2％） 4（20.0％） 1 （7.1％） 0 （0.0％） 0 （0.0％）
⑯投薬 1 （2.4％） 1 （5.0％） 0 （0.0％） 0 （0.0％） 0 （0.0％）







いる（Asian American Foundation 2012）．データによると，2000年に 26,419人，2010年に
31,742人の日本人がニューヨーク市に暮らしており，5,323人の増加が見られている．また，高






















従業員 11人以下の企業で 13.5ドル，それ以上の従業員を抱える企業は 15ドルと示されている
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（注）
注１：ホームヘルスエイドは州が承認したプログラムを受講することで取得が可能である．
注２：配布数のうち英語版は 47通（郵送），72通（手渡し）の計 119通であった．「郵送・手渡し」の回
収数については，15通はメールで受取，郵送回収（それを除くと 590通），夫婦での返送が 23組あった．
なお，39歳の人が含まれていたため，有効回答数は 610である．
注３：本調査の全体概要を示した報告書（遠山ほか 2019）では，アメリカのプライベートな長期介護保険
に加入している回答者は 7.5％（N＝610）であった．
